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JRA畜産振興事業
被災地産畜産物に関する情報提供・理解醸成事業

（福島県の畜産業復興のための消費者意識全国調査事業）報告書

第１章　被災地産畜産物に関する情報提供・理解醸成事業 
（福島県の畜産業復興のための消費者意識全国調査事業）の概要

東京大学大学院農学生命科学研究科附属食の安全研究センター

� 関崎　勉、佐藤久美子、林　瑞穂、小山朋香

平成23年3月に発生した東日本大震災から6年が経過し、未曾有な災害に襲われた記憶も少

しずつ遠ざかっている。しかし、現在でも被災地の復興は途上に有り、土地を離れ避難した人

たちも、被災地に留まっている人たちも、多くの人たちが未だ震災前の状況に戻ることができ

ないでいる。この震災では、古くから畜産業が盛んな東北地方が地震による直接被害だけでな

く、東京電力福島第一原子力発電所の津波被害による事故からの放射性物質の拡散により、想

像も出来なかった甚大な被害を被った。特に、半減期が長いCs137の汚染に対する戦いは、あ

と数十年は続くと思われる。一方では、放射性物質汚染の検査や耕作地の除染が進み、農畜産

物が市場に出回る時点では、放射性物質は全く検出できない状況になっている。このような状

況にも関わらず、被災地の中でも福島県の畜産業は依然として危機的な状況が続いている。こ

れは、消費者の間で放射性物質汚染や検査体制に関する知識が次第に薄れていき、そのため、

十分な理解がないまま被災地の農畜産物を避ける傾向にあるものと思われる。これらは、畜産

業関係者の事業意欲の減退につながり、被災地の畜産の活性化及び復旧・復興を大きく妨げて

いるだけでなく、東京電力を通した国からの補助を無くすことができない状況を作り出してい

る。国の補助とは、言うまでもなく税金の投入である。従って、この状況は、我が国の国力の

低下に直結するものであり、早急な改善が必要である。

このような被災地の畜産物の現状を消費者に正しく理解してもらうには、正しい情報の把握

と整理、さらにその理解を促すための適切な伝達手段の整備が不可欠である。しかし、適切な

科学的判断がなされた情報の収集・解析、そして生産者・事業者から消費者までとのリスクコ

ミュニケーションを行うためのツールは、現在でも不足しており、その充実には継続的に取り

組む必要がある。我々は、日本中央競馬会特別振興資金助成事業を平成23年度から平成28年

度まで単年度ごとに6年間受託し、被災地の畜産業の復興を促すため、いくつかの活動を継続

的に実施してきた。本章では、これまでの経緯を踏まえて、平成28年度に実施した本事業の

概要についてまとめた。なお、これまでの活動については、平成24年度～27年度に作成した

報告書にも詳しく記載されており、その内容はウェブ上でも公開しているので（http://www.

frc.a.u - tokyo.ac.jp/safety/radioactive_material/media/）、本報告書と合わせて一読されるこ

とを願う。
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（１）事業推進委員会の組織と開催

事業遂行の前提として外部の学識経験者等を評価検証委員に委嘱し、事業の全体計画と進行

についての助言を受け、最終的にはその成果の検証と評価を行うことになっている。平成28

年度は、平成27年度と同様なメンバーに参集戴いた。すなわち、微生物性食中毒の専門家、

消費者の意見を代表して述べることのできる専門家、放射性物質の生物への影響の専門家、食

品の分析に関係する公的機関の専門家の方々に委員になって戴き、事業推進委員会を構成した。

委員会では、我々の発信する情報に対する科学的検証や、消費者の意識に関する調査の方法に

ついての助言を受け、リスクコミュニケーションに関する専門的意見も聴取し、事業の円滑な

進行を目指した。そして、年度の終わりには、事業の進め方とその成果について助言と講評を

頂戴した。

（２）消費者意識調査

平成23年度から毎年、インターネットによる消費者行動調査を実施し、平成28年度も同様

に国内の消費者意識に関する調査を行った。これらの調査では、得られた情報をもとに、ウェ

ブ上で公開する資料の修正や改訂を行い、その効果についてさらにインターネット調査を行っ

てきた。平成24年度には、平成23年度の調査を参考に新たな設問を設定して、消費者の意識

の変化を細かく追う調査を行った。平成25年度には、放射性物質だけではなく、他の危害因

子についても並列して問うなど、多くの危害因子に対する相対的なリスク認知についても詳し

く解析できるような調査を行った。また、平成26年度には、学校給食における被災地の農畜

産物の利用に関する調査を新しい調査項目に加えて、首都圏および福島県の学校を対象に実施

した。同時に、全国の消費者を対象として、放射性物質に関する検査体制に対する満足度と被

災地の食品を避けるか受け入れるかについてなど、社会体制の整備、消費者のリスクに対する

認知度、それに対する消費行動との関連などを調べた。平成27年度には、全国の消費者意識

がこれまでと比べてどう変化したかに焦点を当てると共に、年齢・性別・家族状況などをもと

にいくつかのグループに分けた消費者に対して、直接インタビューするフォーカスグループイ

ンタビューを実施した。その結果、食品事業者や小売店の対応に対する信頼度は上がる傾向に

あったが、政府や自治体の対応に対しての信頼感はむしろ下がる傾向にあった。また、食品中

の放射性物質については、検出されない場合と基準値以下の場合とでそのリスク認知に大きな

違いがあり、基準値というものの意味が正しく理解されないことも明瞭になった。これは、食

品事業者にとっても、これまで同様検査を継続し検出されないことを明記し続けなければなら

ない状況から抜け出すことができないことを意味していた。そこで、平成28年度には、これ

まで同様、食品中の放射性物質に関する知識を問う問題、食品中の様々な危害因子に対するリ

スク認知を問う問題、食品中の放射性物質管理に対する信頼、被災地食品に対する意識と評価、

被災地食品に対する支払意思と評価額、リスク管理に対する満足度と支払意思について調査す

る設問、さらに新たに作成した動画情報を用いた場合の情報提供前後の知識や正答率について
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調査した。これらの調査の進め方やその解析結果については、第2章に記載した。

（３）ウェブコンテンツの改善とホームページへのアクセス状況

食の安全研究センターのホームページを利用して、放射性物質と食の安全に関する情報提供

を平成23年度から続けている。平成25年度からは、「食の安全クイズ（入門編）」を試行的に公

開し、遊びながら放射性物質、BSE、食中毒の3つの分野についての科学的知識を学べるよう

にした。平成26年度は「食の安全クイズ（入門編）」の閲覧状況の解析からその効果を推定し、

さらに設問数を増やして「入門編」および「発展編」に分けて公開する作業を行った。平成27年

度では、可能な限りのウェブコンテンツを英訳し、海外へも情報提供できる基盤作りを開始した。

平成28年度は、「食の安全クイズ」に、農薬編と食物アレルギー編を新設し、これまで、イベ

ント開催報告など日本語のみだった情報についても、英語化を進めた。また、Facebookを通

じてイベント開催などの情報の逐次迅速公開を引き続き行った。これらの情報提供に対しては、

特に「食の安全クイズ」へのアクセスが多く記録されたが、これらの詳細については第3章に述

べた。

（４）サイエンスカフェ開催

平成23－25年度には、様々な角度から企画したシンポジウム・パネルディスカッションを合

計4回主催した。また、平成24－27年度には、少人数の一般消費者を集めたサイエンスカフェ

を通算で18回開催した。このサイエンスカフェでは、近い距離で講師の説明を聞き、話の途

中でいつでも質問を受け付けるようにし、ファシリテーターの誘導にも助けられて、活発な討

論が展開される実り多いものであった。そこで、平成28年度は、これまでと同様に、放射性

物質とその他様々な危害因子に加えて、危害を加えないものもテーマに加えて合計8回のサイ

エンスカフェを開催した。第19回では「魚の寄生虫」、第20回では「遺伝子組換え食品」、第21

回では「医療用放射線」、第22回には「附属牧場の被爆豚」、第23回には「福島の食べ物」、第24

回には「機能性食品」、第25回には「農作物の放射性物質汚染」をテーマとした。また、第26回

は好評につき第24回の「機能性食品」を追加開催した。このように、様々な観点から消費者の

興味を引く話題を集めてきた結果、このサイエンスカフェというイベントの開催自体が参加者

等を通じて広く周知されてきたのか、後半では参加希望者が定員を超えて、空席待ちとなる事

態が続いた。これらの概要と開催報告については、第4章に詳しく説明されている。

（５）その他の活動

本事業「被災地産畜産物に関する情報提供・理解醸成事業」は、国立大学法人東京大学が受

けた「福島県の畜産業復興のための消費者意識全国調査事業」に加えて、「被災地産食肉消費回

復支援事業（公益財団法人日本食肉消費総合センター）」および「被災地食肉需要拡大復興支援

事業（全国食肉事業協同組合連合会）」の3つの事業により構成されている。これら3つの事業
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間において、適時連携して活動するよう指示があったことから、公益財団法人日本食肉消費総

合センターが主催した「伝えたい、『今』と『未来』を繋ぐ魅力」福島県産食肉シンポジウム（平

成28年9月10日）（http://www.jmi.or.jp/whatsnew/article.php?id=406）に本事業担当者の関

崎がコメンテーターとして登壇しパネルディスカッションに参加した。また、公益社団法人食

肉流通センターが主催する「ちくさんフードフェア2016」（平成28年10月8 -9日）において、

全国食肉事業協同組合連合会と神奈川県食肉事業協同組合連合会が出店したイベント“食べて

応援しよう！東北の畜産”に協力した。【図1 -1】このイベントは、公益社団法人食肉流通セン

ターの施設内などを会場として、畜産関連の多くの団体が参加した食肉のPR活動である。全

国食肉事業協同組合連合会からのお誘いを頂戴し、このイベント会場をお借りして、これまで

に東京大学として実施してきた活動を要約したパンフレットを配布した。全国食肉事業協同組

合連合会には、これまでも過去の本事業で作成したパンフレット等の肉小売店や業界イベント

での配布にご協力戴いていたが、両者の関係が互いに深まるイベントとなった。

また、平成24年度から毎年、JRA畜産振興事業に関する調査研究発表会を、東京大学農学

部弥生講堂を会場として公益財団法人全国競馬・畜産振興会と共同開催している。これについ

ては、平成28年度も引き続き開催し、東京大学からは平成27年度事業「福島県の畜産業復興

のための国内外調査と情報提供事業」の成果として、「畜産物の放射性物質汚染に関する消費

者意識と情報提供について」と題して、調査結果の概要を報告した。

以上、本年度で6年間継続して調査および情報提供事業を続けることができたが、未だこれ

らの活動が直接被災地の復興に役だったという実感は完全ではない。しかし、これまでの事業

報告会でも示したが、しっかりした知識を持つ消費者は被災地の農畜産物に対して必要以上に

怖がることはせず、一方、中途半端な知識を持つ消費者の忌避行動が著しかった。従って、こ

れまで展開してきた我々の情報提供活動はこれからも粘り強く継続していく必要があるものと

考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　図1-1 全国食肉事業共同組合の活動に協力して参加したイベントの様子。 
　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人食肉流通センターのホームページ 
 （http://www.jmtc.or.jp/event/pdf/fearorei2016.pdf）より転載。
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